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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第18期 

第１四半期連結 
累計期間 

第19期 
第１四半期連結 

累計期間 
第18期 

会計期間 
自平成28年４月１日 
至平成28年６月30日 

自平成29年４月１日 
至平成29年６月30日 

自平成28年４月１日 
至平成29年３月31日 

売上高 （千円） 1,098,863 1,075,256 5,906,871 

経常損失 （千円） △253,279 △232,117 △209,746 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失 
（千円） △236,691 △220,020 △297,763 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △237,305 △222,460 △294,688 

純資産額 （千円） 1,784,379 1,522,909 1,768,123 

総資産額 （千円） 2,628,714 2,729,223 3,172,989 

１株当たり四半期（当期）純損失

金額 
（円） △34.39 △31.44 △43.05 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 67.1 55.0 55.0 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．第18期第１四半期連結累計期間及び第18期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。 

４．第19期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失金額であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況 

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緩やかな景気拡張が続いており、当社が提供するデジタルマ

ーケティングサービスに対する需要も増加する一方、特にシステム開発分野を中心として、人材不足に伴う人件費

の上昇や採用難が見られるようになってまいりました。 

 当社グループにおきましては、前期に引き続き、営業プロセスの見直し、トラブル防止体制の構築、人材の採

用、教育改革等のアクションプランを継続して実施してまいりました。 

 サービス面におきましては、ロイヤリティプログラム等の従来型のマーケティング施策では十分に効果が得られ

ない消費者が増加してきていることに着目し、新たな消費者像として「ネコ型顧客」を定義し、有効なマーケティ

ング施策を提供する「ネコ型マーケティング」サービスを開始いたしました。また、当社連結子会社の株式会社ト

ライバルメディアハウスにおいては、ライフスタイル書籍出版大手の株式会社枻（えい）出版社と業務提携を行

い、自社媒体「Funmee!!（ファンミー）」の編集体制を強化いたしました。 

 このような取り組みの一方、前期より収束を図ってきておりましたトラブルプロジェクトにおいて、当第１四半

期に納品見込みであった予定分が第２四半期へと納期変更されたこともあり、売上高は1,075百万円（前年同期比

2.1％減）、営業損失231百万円（前年同期は営業損失253百万円）、経常損失232百万円（前年同期は経常損失253

百万円）となりました。親会社株主に帰属する四半期純損失は、子会社における法人税等調整額△11百万円の計上

等から220百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失236百万円）となりました。 

 なお、当社グループの事業は、従来より売上高が第２四半期連結会計期間、第４四半期連結会計期間に集中し、

特に多くの顧客企業の事業年度末となる第４四半期連結会計期間に偏重する傾向がありますが、経済環境その他の

要因によっては今後もこの傾向が続くとは限りません。 

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

(3）研究開発活動 

 当第１四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は１百万円であります。 

 これは、プロダクトの開発費用であります。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 25,000,000 

計 25,000,000 

 

②【発行済株式】

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数（株） 

（平成29年６月30日） 

提出日現在 
発行数（株） 

（平成29年８月８日） 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 6,999,000 6,999,000 
東京証券取引所 

マザーズ市場 

単元株式数 

100株 

計 6,999,000 6,999,000 － － 

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

平成29年４月１日～ 

平成29年６月30日 
－ 6,999,000 － 570,966 － 606,391 

 

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在 
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      100 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   6,997,200 69,972 － 

単元未満株式 普通株式     1,700 － － 

発行済株式総数 6,999,000 － － 

総株主の議決権 － 69,972 － 

（注） 単元未満株式には、当社所有の自己株式13株が含まれております。 

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 

の割合（％） 

ネットイヤーグループ

株式会社 

東京都中央区銀座二丁

目15番２号 
100 － 100 0.00 

計 － 100 － 100 0.00 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
（平成29年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成29年６月30日） 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,052,745 1,063,806 

受取手形及び売掛金 1,331,348 602,352 

仕掛品 199,263 381,513 

貯蔵品 1,565 1,492 

繰延税金資産 24,366 36,342 

その他 144,021 228,584 

流動資産合計 2,753,310 2,314,092 

固定資産    

有形固定資産 68,883 66,274 

無形固定資産    

のれん 22,693 18,689 

その他 114,397 117,593 

無形固定資産合計 137,091 136,282 

投資その他の資産    

投資有価証券 19,322 20,085 

敷金及び保証金 183,179 181,496 

繰延税金資産 10,745 10,644 

その他 456 347 

投資その他の資産合計 213,704 212,574 

固定資産合計 419,678 415,131 

資産合計 3,172,989 2,729,223 

負債の部    

流動負債    

買掛金 430,564 213,031 

1年内返済予定の長期借入金 150,036 150,036 

未払金 90,974 114,084 

未払法人税等 18,642 5,481 

前受収益 190,911 278,571 

賞与引当金 150,494 71,287 

受注損失引当金 112,207 141,276 

その他 87,560 96,430 

流動負債合計 1,231,390 1,070,198 

固定負債    

長期借入金 163,152 125,643 

繰延税金負債 2 150 

その他 10,321 10,321 

固定負債合計 173,475 136,115 

負債合計 1,404,866 1,206,313 
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    （単位：千円） 

  前連結会計年度 
（平成29年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（平成29年６月30日） 

純資産の部    

株主資本    

資本金 570,966 570,966 

資本剰余金 651,875 651,875 

利益剰余金 522,029 279,262 

自己株式 △78 △78 

株主資本合計 1,744,792 1,502,025 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 5 341 

その他の包括利益累計額合計 5 341 

新株予約権 2,923 2,917 

非支配株主持分 20,402 17,625 

純資産合計 1,768,123 1,522,909 

負債純資産合計 3,172,989 2,729,223 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
 前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年６月30日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

売上高 1,098,863 1,075,256 

売上原価 1,077,052 1,040,671 

売上総利益 21,810 34,585 

販売費及び一般管理費 275,347 266,338 

営業損失（△） △253,536 △231,752 

営業外収益    

受取利息 229 4 

助成金収入 － 300 

その他 875 478 

営業外収益合計 1,104 783 

営業外費用    

支払利息 377 481 

為替差損 － 245 

支払手数料 313 312 

その他 156 108 

営業外費用合計 847 1,148 

経常損失（△） △253,279 △232,117 

税金等調整前四半期純損失（△） △253,279 △232,117 

法人税、住民税及び事業税 745 2,553 

法人税等調整額 △16,848 △11,875 

法人税等合計 △16,103 △9,321 

四半期純損失（△） △237,175 △222,796 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △484 △2,776 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △236,691 △220,020 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
 前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年６月30日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

四半期純損失（△） △237,175 △222,796 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △129 335 

その他の包括利益合計 △129 335 

四半期包括利益 △237,305 △222,460 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △236,821 △219,684 

非支配株主に係る四半期包括利益 △484 △2,776 
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【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。 

 
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 
至 平成28年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成29年４月１日 
至 平成29年６月30日） 

減価償却費 18,493千円 20,369千円 

のれんの償却額 4,004 4,004 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日） 

配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 22,365 3.25 平成28年３月31日 平成28年６月23日 利益剰余金 

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日） 

配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成29年５月15日 

定時取締役会 
普通株式 22,746 3.25 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日） 

当社グループは、SIPS事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日） 

当社グループは、SIPS事業のみの単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成28年４月１日 
至 平成28年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成29年４月１日 
至 平成29年６月30日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） △34円39銭 △31円44銭 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円） 
△236,691 △220,020 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（千円） 
△236,691 △220,020 

普通株式の期中平均株式数（株） 6,883,439 6,998,887 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

－ － 

（注）１．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。 

２．当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失金額であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

２【その他】

 平成29年５月15日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………22,746千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………３円25銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成29年６月28日

 （注） 平成29年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。

 

- 12 -



 
  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成29年８月７日
 
ネットイヤーグループ株式会社  

取締役会 御中  

 

  有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 小野  英樹  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 下平  貴史  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているネットイヤーグ

ループ株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月

１日から平成29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ネットイヤーグループ株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


